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地域包括ケアシステムの更なる深化・推進について

6

検討の方向性

（在宅医療・介護連携）

〇 在宅医療・介護連携の推進に向けて、
・ 市町村と医師会等関係機関・医師等専門職の緊密な連携
・ 都道府県や市町村における医療や介護・健康づくり部門の庁内連携、総合的に進める人材の育成・配置
・ 広域的な調整やデータの活用・分析など、都道府県による市町村支援の推進
・ 国による自治体支援
などを進めていく必要がある。

〇 在宅医療・介護連携推進事業について、これまでの事業を踏まえつつも、市町村が地域のあるべき姿を意識
しながら、主体的に課題解決が図られるとともに、最近の動向を踏まえ、地域の実情に応じ、取組内容の充実を
図りつつPDCAサイクルに沿って運用することが重要である。このため、令和２年介護保険制度改正において省
令や手引き等を見直したところであり、国としても引き続きその周知を図っていくことが必要ではないか。

〇 自治体がPDCAサイクルに沿った事業展開を確立していくため、地域包括ケア「見える化」システムも含むデー
タの活用方法を分かり易く整理し、周知することが必要で はないか。加えて、事業の好事例を横展開することも
重要ではないか。



地域包括ケアシステムの更なる深化・推進について
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検討の方向性

〇 効率的で質の高い医療提供体制の構築と在宅医療・介護の充実等の地域包括ケアシステムの構築が一体
的に行われるよう、医療計画と介護保険事業（支援）計画の整合性を確保することが重要ではないか。

〇 介護保険事業（支援）計画では、必要なサービス量を見込む際、病床の機能分化・連携に伴う需要も踏
まえることが必要ではないか。

〇 第９期計画においても医療計画と介護保険事業（支援）計画との整合性を図るため、都道府県・市町村
の医療介護関係者による協議の場での協議等を通じて連携を図ることが重要ではないか。



介護保険制度の見直しに関する意見（案）
（令和４年12月19日 社会保障審議会介護保険部会） （一部抜粋）
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Ⅰ．地域包括ケアシステムの深化・推進

１．生活を支える介護サービス等の基盤整備

（在宅医療・介護連携）

〇 在宅医療・介護連携の推進に向けて、
・ 市町村と医師会等関係機関・医師等専門職の緊密な連携
・ 都道府県や市町村における医療や介護・健康づくり部門の庁内連携、総合的に進める人材の育成・配置
・ 広域的な調整やデータの活用・分析など、都道府県による市町村支援の推進
・ 国による自治体支援
などを進めていく必要がある。

〇 在宅医療・介護連携推進事業について、これまでの事業を踏まえつつも、市町村が地域のあるべき姿を意識
しながら、主体的に課題解決が図られるとともに、最近の動向を踏まえ、地域の実情に応じ、取組内容の充実を
図りつつPDCAサイクルに沿って運用することが重要である。令和２年介護保険制度改正において見直した省
令や手引き等について、国としても引き続きその周知を図っていくことが適当である。また、各自治体の取組状況
や課題を把握し、国による自治体支援の内容を検討していくことも重要である。

〇 自治体がPDCAサイクルに沿った事業展開を確立していくため、地域包括ケア「見える化」システムも含むデー
タの活用方法を分かり易く整理し、周知することが適当である。加えて、事業の好事例を横展開することも重要
である。



介護保険制度の見直しに関する意見 (案）
（令和４年12月19日 社会保障審議会介護保険部会） （一部抜粋）
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Ⅰ．地域包括ケアシステムの深化・推進

〇 地域の介護サービス基盤の整備に当たっては、介護保険事業（支援）計画と地域医療構想の整合性も含
め、医療提供体制の在り方と一体的に議論を行いながら進めていくことが必要である。

〇 医療計画と介護保険事業（支援）計画との整合性を図るため、計画策定の際に、都道府県や市町村にお
ける医療・介護の担当部局間で協議を行い、緊密な連携を図ることが重要であり、国としても両計画の整合性
を図るための支援を行うことが適当である。

〇 なお、介護保険事業（支援）計画の作成に当たっては、地域福祉計画、障害福祉計画その他要介護者の
保健、医療、福祉等に関する事項を定める計画との調和を図ることが重要である。



４つの場面について



令和３年度在宅医療・介護連携推進事業 実施状況調査（市区町村）
４つの場面の取組状況について
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「４つの場面」を意識した取組状況について、「入医退院支援」が72.1％と最も多く、次いで、「日常の療

養支援」であった。

問５ 在宅医療・介護連携推進事業による「４つの場面」を意識した取組状況について
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在宅医療・介護連携推進事業の手引き 改訂の要旨
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● ４つの場面を意識したPDCAサイクルの考え方と展開例 P23

● 事業の実施に当たっての留意事項 P48

○ ライフサイクルにおいて、場面毎に必要な医療と介護のサービスの比重は変わる
ものの、地域において在宅療養者が医療と介護を必要とする場合には、医療と介
護が連携し、高齢者が住み慣れた地域で最期まで生活することができるような支
援が必要である。

○ 在宅療養者の生活の場で医療と介護を一体的に提供するために、在宅医療の場面
を生かしつつ、さらに、入院時から退院後の生活を見据えた取組ができるよう、
高齢者のライフサイクルを意識したうえで、本事業においては、医療と介護が主
に共通する４つの場面（日常の療養支援、入退院支援、急変時の対応、看取り）
を意識して取り組む必要がある。なお、この４つの場面は、双方が重なり合って
いることも少なくないことに留意が必要である。

○ ４つの場面ごとの現状分析・課題抽出・目標設定等を行う前提として、地域のめ
ざすべき姿を必ず設定し、その目的を実現するために、達成すべき目標を４つの
場面ごとに設定することが重要である。

○ 事業委託、既に実施されている取組事例、PDCAサイクルに沿った取組を実施する上でのポイント など

４ 「第２章 市町村における事業の進め方」の要旨



４つの場面のイメージについて
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在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.3より



地域包括ケアシステムにおける介護老人保健施設のイメージ

通院・訪問診療等

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

介護老人保健施設

ケアマネジャーが調整

・通所リハビリテーション
・訪問リハビリテーション
・短期入所療養介護

サービス利用
（在宅療養支援）

その他の介護サービス
・デイサービス
・ホームヘルパー等

住まい

居宅への退所
（在宅復帰）

活動と参加

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

医療機関（病院・診療所）

かかりつけ医等

・老健に入所
・他科受診

連携

連携

・リハビリテーション
・一定程度の医療
・看取り・ターミナルケア

療養・リハビリ・薬剤
等に関する情報
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４つの場面のイメージについて
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在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.3より



○ 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地

域における医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要。

（※）在宅療養を支える関係機関の例

・診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施）

・病院・在宅療養支援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時の診療・一時的な入院の受入れの実施）

・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等）

・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施）

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、都道府

県・保健所の支援の下、市区町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制

の構築を推進する。

地域包括支援センター

診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等

利用者・患者

病院・在宅療養支援病院・診療所(有床診療所)等

介護サービス事業所

訪問診療

訪問看護等

訪問診療
介護サービス

一時入院
（急変時の診療や一時受入れ）

連携

訪問看護事業所、薬局

在宅医療・介護連携支援に関する相談窓口
（郡市区医師会等）

関係機関の
連携体制の
構築支援

都道府県・保健所
後方支援、
広域調整等
の支援

市町村

・地域の医療・介護関係者による会議の開催
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付
・在宅医療・介護関係者の研修 等

※市区町村役場、地域包括支援センターに設
置することも可能

在宅医療・介護連携の推進
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○ 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地

域における医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要。

（※）在宅療養を支える関係機関の例

・診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施）

・病院・在宅療養支援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時の診療・一時的な入院の受入れの実施）

・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等）

・介護施設・事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護、リハビリテーション、在宅復帰、在宅療養支援等の実施）

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、都道府

県・保健所の支援の下、市区町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制

の構築を推進する。

地域包括支援センター

診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等

利用者・患者

病院・在宅療養支援病院・診療所(有床診療所)等

介護施設・事業所

訪問診療

訪問看護等

訪問診療

介護サービス

一時入院
（急変時の診療や一時受入れ）

連携

訪問看護事業所、薬局

在宅医療・介護連携支援に関する相談窓口
（郡市区医師会等）

関係機関の
連携体制の
構築支援

都道府県・保健所
後方支援、
広域調整等
の支援

市町村

・地域の医療・介護関係者による会議の開催
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付
・在宅医療・介護関係者の研修 等

※市区町村役場、地域包括支援センターに設
置することも可能

在宅医療・介護連携の推進
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・管内の課題の把握
・必要なデータの分析・活用支援
・管内の取り組み事例の横展開
・関係団体との調整 等

在宅療養支援

一時入所



第８次医療計画等に関する検討会について



本ワーキンググループにおける主な論点

＜在宅医療の提供体制について＞

⚫ 在宅医療における圏域の設定規模

⚫ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の位置づけ

⚫ 現在の地域ごとの医療資源の状況を踏まえた、量的拡充（医療機関数、事業所数の増加）やグループ化、情報通

信機器等の活用等も含めた、効果的・効率的な在宅医療の提供体制の整備

⚫ 都道府県が小児在宅医療の利用者数と提供機関数を把握するための、国や都道府県における取組

＜急変時、看取り、災害時等における在宅医療の体制整備について＞

⚫ 在宅医療を担う医療機関と救急医療機関・消防機関との連携の強化や、在宅療養患者が住み慣れた地域で最期ま

で過ごせるための、 ICTを活用した病診連携・診診連携・多職種連携の体制整備

⚫ 在宅医療を担う医療機関におけるBCPの策定

＜在宅医療における各職種の関わりについて＞

⚫ 訪問歯科診療、訪問薬剤管理指導、訪問リハビリテーション、訪問栄養食事指導の在宅医療への関わりについて

等

第 1 2 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等 に 関 す る 検 討 会

令 和 ４ 年 ８ 月 ４ 日

参考

資料

改
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○ 「在宅医療の体制構築に係る指針」において、 ①退院支援、②日常療養支援、③急変時の対応、④看取りの在宅
医療の４つの機能の整備に向け、「在宅医療に「在宅医療の体制構築に係る指針」において、積極的役割を担う医
療機関」を、医療計画に位置付けることが望ましいとされている。

○ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」の目標や求められる事項において、「在宅医療に必要な連携を担
う拠点」の目標や求められる事項と重複している内容がある。

＜「在宅医療の体制構築に係る指針」＞
第２ 医療体制の構築に必要な事項
２ 各医療機能との連携

（５） 在宅医療において積極的役割を担う医療機関
前記（１）から (４）までに掲げる目標の達成に向けて、自ら 24 時間対応体制の在宅医療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行い
ながら、医療や介護、障害福祉の現場での多職種連携の支援を行う病院・診療所を、在宅医療において積極的役割を担う医療機関として
医療計画に位置付けることが望ましい。基本的には、在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所等の中から位置付けられることを想定している。

① 目標
・ 在宅医療の提供及び他医療機関の支援を行うこと
・ 多職種が連携し、包括的、継続的な在宅医療を提供するための支援を行うこと
・ 在宅医療に関する人材育成を行うこと
・ 災害時および災害に備えた体制構築への対応を行うこと
・ 患者の家族への支援を行うこと
・ 在宅医療に関する地域住民への普及啓発を行うこと

② 在宅医療において積極的役割を担う医療機関に求められる事項
・ 医療機関（特に一人の医師が開業している診療所）が必ずしも対応しきれない夜間や医師不在時、患者の病状の急変時等における診療の支援

を行うこと
・ 在宅での療養に移行する患者にとって必要な医療及び介護、障害福祉サービスが十分確保できるよう、関係機関に働きかけること
・ 在宅医療に係る医療及び介護、障害福祉関係者に必要な基本的知識・技能に関する研修の実施や情報の共有を行うこと
・ 臨床研修制度における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受ける機会等の確保に努めること
・ 災害時等にも適切な医療を提供するための計画（人工呼吸器等の医療機器を使用している患者の搬送等に係る計画を含む。）を策定し、他の

医療機関等の計画策定等の支援を行うこと
・ 地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護、障害福祉サービスや家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介す

ること
・ 入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れを行うこと
・ 地域住民に対し、在宅医療の内容や地域の医療及び介護、障害福祉サービスに関する情報提供を行うこと

「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平成29年3月31日医政局地域医療計画課長通知（令和２年４月13日一部改正））より一部抜粋。

「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」の記載事項

20

※ 赤字は「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の記載と重複する項目

第６回在宅医療及び医療・介護連携

に関するワーキンググループ

令 和 ４ 年 ９ 月 2 8 日
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＜「在宅医療の体制構築に係る指針」＞
第２ 医療体制の構築に必要な事項
２ 各医療機能との連携

（６） 在宅医療に必要な連携を担う拠点
前記（１）から（４）までに掲げる目標の達成に向けて、地域の実情に応じ、

病院、診療所、訪問看護事業所、地域医師会等関係団体、保健所、市町村等の主
体のいずれかを在宅医療に必要な連携を担う拠点として医療計画に位置付けるこ
とが望ましい。

在宅医療に必要な連携を担う拠点を医療計画に位置付ける際には、市町村が在
宅医療・介護連携推進事業において実施する取組や、障害福祉に係る相談支援の
取組との整合性に留意し、事前に市町村と十分に協議することが重要である。

なお、前項の在宅医療において積極的役割を担う医療機関が在宅医療に必要な
連携を担う拠点となることも想定される。

① 目標
・ 多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制の構築を図ること

② 在宅医療に必要な連携を担う拠点に求められる事項
・ 地域の医療及び介護、障害福祉関係者による会議を定期的に開催し、在宅医

療における連携上の課題の抽出及びその対応策の検討等を実施すること

・ 地域の医療及び介護、障害福祉サービスについて、所在地や機能等を把握し、
地域包括支援センターや障害者相談支援事業所等と連携しながら、退院時か
ら看取りまでの医療や介護、障害福祉サービスにまたがる様々な支援を包括
的かつ継続的に提供するよう、関係機関との調整を行うこと

・ 質の高い在宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による24時
間体制の構築や多職種による情報共有の促進を図ること

・ 在宅医療に関する人材育成及び普及啓発を実施すること

「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平成29年3月31日医政局地域医療計画課長通知（令和２年４月13日一部改正））より一部抜粋。

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の記載事項

○ 「在宅医療の体制構築に係る指針」において、 ①退院支援、②日常療養支援、③急変時の対応、④看取りの在宅
医療の４つの機能の整備に向け、 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を、医療計画に位置付けることが望ましい
とされている。

○ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」 に求められる事項において、「在宅医療において積極的役割を担う医療機
関」の目標や求められる事項と重複している内容がある。

診療所・在支診等

在宅
療養者

訪問看護
ステーション

介護サービス
事業所

訪問
診療

訪問
診療

介護サービス

急変時対応
（一時入院）

薬局

地域包括支援
センター

病院・在支病・
有床診療所等

市町村等

訪問薬剤
指導

在宅医療に必要な連携を担う拠点
（市町村、地域医師会、保健所、医療機関等）

関係機関と連携し
在宅医療の提供体

制の構築

連携

21※ 赤字は「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」の記載と重複する項目
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在宅医療の圏域に求められる事項について

○①～④の機能の確保にむけ、必要な連携を担う役割
・地域の関係者による協議の場の開催
・包括的かつ継続的な支援にむけた関係機関の調整
・関係機関の連携体制の構築 等

○①～④の機能の確保にむけ、積極的役割を担う
・自ら24時間対応体制の在宅医療を提供
・他医療機関の支援
・医療、介護、障害福祉の現場での多職種連携の支援

在宅医療において積極的役割を担う医療機関 在宅医療に必要な連携を担う拠点

・在宅療養支援診療所

・在宅療養支援病院 等

・市町村 ・保健所

・医師会等関係団体 等

○ 現行の指針において、都道府県は、在宅医療の提供体制に求められる医療機能として、①退院支援、②日常療養
支援、③急変時の対応、④看取りの４つの機能を示し、圏域を設定することとしている。

○ また、「在宅医療の体制構築に係る指針」において、上記４つの機能の確保に向け、「在宅医療において積極
的役割を担う医療機関」や「在宅医療に必要な連携を担う拠点」について「医療計画に位置付けることが望まし
い。」と記載している。

○ 圏域の設定は、課題の抽出や数値目標の設定、施策の立案の前提となるものであるため、在宅医療の圏域におい
ては、在支診・在支病等の「在宅医療における積極的役割を担う医療機関」の役割や、地域の医療資源により、複
数の医療機関が連携や、医療及び介護・福祉との連携を構築する観点から、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」
の役割も踏まえ、設定することが求められる。

①退院支援 ②日常の療養支援 ③急変時の対応 ④看取り

在宅医療の提供体制に求められる医療機能

在宅医療の圏域の設定

「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平成29年3月31日医政局地域医療計画課長通知（令和２年４月13日一部改正））より一部抜粋。 22
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「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推進事業」の関わり

在宅医療に必要な連携を担う拠点

【設置主体】病院、診療所、訪問看護事業所、
地域医師会等関係団体、保健所、市町村等

【求められる事項】
・ 地域の医療及び介護、障害福祉関係者に
よる定期的な会議の開催

・ 在宅医療における連携上の課題の抽出及
びその対応策の検討
・ 退院時から看取りまでの医療や介護、障
害福祉サービスにまたがる様々な支援に
ついて関係機関との調整

・ 関係機関の連携による24時間体制の構築
や多職種による情報共有の促進
・ 在宅医療に関する人材育成及び普及啓発

〇 現行の指針において、在宅医療に必要な連携を担う拠点を医療計画に位置付ける際には「市町村が在宅医療・介護
連携推進事業において実施する取組との整合性に留意する」と記載されている。

○「在宅医療・介護連携推進事業」の事業内容は、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」との連携が有効なものとなっ
ている。

23
※ 在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.3 （令和２年9月）
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在宅医療の体制構築に係る指針の見直しに向けた意見のとりまとめ
（令和４年10月31日 第８次医療計画等に関する検討会）（一部抜粋）

24

（１）在宅医療の提供体制について

（対応の方向性）

①在宅医療の提供体制の整備について

②「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」について

③圏域の設定

④在宅医療・介護連携の推進に向けて、
・ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推進事業」の連携の有効性の観点から同一
の実施主体となりうることも含め、両者の関係について次期指針に記載する。
・ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の整備状況や「在宅医療・介護連携推進事業」との連携について、実
態把握と進捗管理を行う。
・ 在宅医療の体制整備においては、これまでの介護サービス基盤の整備状況や今後の見込みも踏まえる必要
があることから、医療計画と介護保険事業（支援）計画の整合性を図るため、医療計画策定の際に、都道府
県や市区町村における医療・介護の担当部局間で協議を行うこととする。


